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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期
第３四半期
累計期間

第39期
第３四半期
累計期間

第38期
第３四半期
会計期間

第39期
第３四半期
会計期間

第38期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

営業収益

（うち受取手数料）（千円）

4,531,135

(4,308,174)

4,726,472

(4,449,710)

2,238,686

(2,118,057)

1,868,972

(1,771,399)

6,098,975

(5,750,974)

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△237,378△473,581 606,147△78,450△208,431

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△215,765△649,304 340,662△97,298△966,028

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － -

資本金（千円） － － 2,693,1502,693,1502,693,150

発行済株式総数（千株） － － 16,227 16,227 16,227

純資産額（千円） － － 8,961,9677,391,8918,211,053

総資産額（千円） － － 32,837,96234,395,25833,192,678

１株当たり純資産額（円） － － 575.68 477.67 527.92

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△13.81 △41.84 21.87 △6.28 △61.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － -

１株当たり配当額（円） － － － － 10.00

自己資本比率（％）

（修正自己資本比率）（％）

（注２）

－ －
27.3

(49.7)

21.5

(41.0)

24.7

(47.3)

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△426,255△298,729 － － △534,002

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△87,491 △24,828 － － △86,810

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△474,970△292,717 － － △587,957

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,592,8761,756,5482,372,823

従業員数（人） － － 472 452 463

委託者資産保全措置率（％）

（注３）
－ － 10,689.32,321.2 3,103.1

純資産額規制比率（％）（注４） － － 1,413.2 1,003.7 3,028.3
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　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．修正自己資本比率

修正自己資本比率 ＝ 
純資産額

× 100
総資産額（※）

（※委託者に係る（株）日本商品清算機構又は商品取引所への預託金額と預託必要額とのいずれか小さ

い金額及び委託者債権の保全制度に基づいて拘束されている資産の額を除く。）

３．委託者資産保全措置率

　委託者資産保全措置率＝委託者資産保全措置額／保全対象財産額（※）×100

（※商品取引員である当社が委託者から預った取引証拠金及び委託証拠金に、委託者の委託取引により発

生した損益等を加減算した額から、(株）日本商品清算機構に取引証拠金として預託された額のうち

委託者に返還請求権がある額を控除した額に、商品取引受託業務預り金を加算した額）

４．純資産額規制比率

　純資産額規制比率は、商品取引所法の規定に基づき同施行規則の定めにより算出したものであります。

５．営業収益には消費税等は含まれておりません。

６．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　なお、当社には従来から関係会社はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 452 　

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は在籍しておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　生産、受注及び販売の状況については、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に含めて記

載しております。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）業績の状況　

当第３四半期会計期間における我が国経済は、アジア向け輸出の増加や高成長が続く新興国経済からの恩恵を受

け緩やかではありますが、回復傾向にあるものの、企業の景況感は円高等により若干悪化し、個人消費は、厳しい雇

用環境や賃金の伸び悩みなどから先行きは不透明感が払拭されない状況となっております。　

商品先物市場におきましては、世界的な景気回復期待を背景に商品相場は堅調に推移しましたが、以前として流

動性の減少等により国内商品先物市場の低迷に歯止めがかからず、当第３四半期累計期間全国商品取引所売買高は

45,791千枚（前年同期比11.5％減）となりました。

　このような状況の中、当社におきましては、従来からの金を中心とした営業戦略に徹しましたが、このような環境

の影響は避けられず、当第３四半期会計期間における商品取引委託者売買高は、677千枚（前年同期比7.4％減）と

なりました。

　第３四半期会計期間においては営業収益が前四半期と比較し94.4％の増加となりました。

　当社の商品先物取引取組高も平成22年９月末の38,951枚から12月には50,959枚と30.8％増加しております。しか

し、訴訟に伴う営業損失が254百万円と当社が保有する非上場株式１銘柄の減損処理19百万円の特別損失が増加す

ることとなったため、第３四半期会計期間において税引前損失が91百万円発生することとなりました。

　これらの結果、当第３四半期会計期間の業績は、営業収益1,868百万円（前年同期比16.5％減）、営業損失79百万円

（前年同期は594百万円の利益）、経常損失78百万円（前年同期は606百万円の利益）、四半期純損失97百万円（前

年同期は340百万円の利益）となりました。　
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イ．受託業務における受取手数料及び自己売買業務における売買損益は次のとおりであります。

１） 受取手数料

区分

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日) 前年同四半期比（％）

金額（千円）

商品先物取引   

 現物先物取引   

 農産物市場 19,541 87.5

 砂糖市場 8,001 109.4

 貴金属市場 1,661,260 85.1

 ゴム市場 22,731 120.4

 石油市場 2,095 42.2

 小計 1,713,631 85.4

 現金決済取引   

 石油市場 444 100.9

 小計 444 100.9

 指数先物取引   

 日経・東工取商品指数市場 1,900 －

 小計 1,900 －

 商品先物取引計 1,715,975 85.5

外国為替証拠金取引 55,424 49.9

合計 1,771,399 83.6

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２） 売買損益

区分

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日) 前年同四半期比（％） 

金額（千円） 

商品先物取引   

 現物先物取引   

 農産物市場 △98 －

 貴金属市場 283 －

 小計 184 －

 現金決済取引   

 貴金属市場 4 －

 小計 4 －

 商品先物取引計 189 －

商品売買取引 59,165 62.8

合計 59,354 68.4

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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ロ．商品先物取引の売買高に関する状況は次のとおりであります。

１） 商品先物取引の売買高の状況

市場 委託（枚）
前年同四半期
比（％）　

自己（枚）
前年同四半期
比（％）　

合計（枚）
前年同四半期
比（％）　

現物先物取引  　  　  　

農産物市場 21,508 91.2 104 21.7 21,612 89.8

砂糖市場 9,277 367.6 60 115.4 9,337 362.5

貴金属市場 227,130 82.6 1,969 68.7 229,099 82.4

ゴム市場 12,431 123.6 － － 12,431 123.6

石油市場 1,219 24.3 － － 1,219 23.9

小計 271,565 85.9 2,133 61.4 273,698 85.6

現金決済先物取引  　  　  　

貴金属市場 － － 10 － 10 －

石油市場 236 100.9 － － 236 100.9

小計 236 100.9 10 － 246 105.1

指数先物取引  　  　  　

日経・東工取商品指

数市場
475 － － － 475 －

小計 475 － － － 475 －

合計 272,276 86.0 2,143 61.7 274,419 85.8

主な商品別の委託売買高とその総売買高に対する割合は、つぎのとおりです。

取引所名 銘柄名

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

委託売買高
（枚）

割合（％）
委託売買高
（枚）

割合（％）

東京工業品 金 188,719 59.6 127,213 46.7

東京工業品 白金 69,986 22.1 64,517 23.7

東京工業品 銀 5,878 1.9 28,070 10.3

東京穀物商品 とうもろこし 8,320 2.6 12,547 4.6

東京工業品 ゴム 10,059 3.2 12,431 4.6

東京穀物商品 粗糖 2,524 0.8 9,277 3.4

東京穀物商品 一般大豆 12,865 4.1 7,668 2.8

東京工業品 パラジウム 3,733 1.2 7,323 2.7

東京工業品 ガソリン 1,426 0.5 957 0.4

東京穀物商品 アラビカコーヒー生豆 740 0.2 628 0.2

（注）商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えば金１枚は１kg、とうもろこし１枚は50tという

ように１枚当たりの数量は商品ごとに異なります。
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２） 商品先物取引の未決済建玉の状況

市場 委託（枚）
前年同四半期
比（％）　

自己（枚）
前年同四半期
比（％）　

合計（枚）
前年同四半期
比（％）　

現物先物取引  　  　  　

農産物市場 3,395 75.3 － － 3,395 75.3

砂糖市場 1,047 252.3 － － 1,047 252.3

貴金属市場 45,020 122.8 3 75.0 45,023 122.8

ゴム市場 1,004 144.3 － － 1,004 144.3

石油市場 272 54.4 － － 272 54.4

小計 50,738 118.6 3 75.0 50,741 118.6

現金決済先物取引  　  　  　

石油市場 55 289.5 － － 55 289.5

小計 55 289.5 － － 55 289.5

指数先物取引  　  　  　

日経・東工取商品指数

市場
166 － － － 166 －

小計 166 － － － 166 －

合計 50,959 119.0 3 75.0 50,962 119.0

（注）１.未決済建玉数は、未決済の売建玉枚数と買建玉枚数の合計であります。

２.未決済建玉数は、12月31日現在の状況であります。

　

EDINET提出書類

第一商品株式会社(E03717)

四半期報告書

 9/31



（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間に比べ197

百万円増加し、1,756百万円となりました。なお、当第３四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次の

とおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、第２四半期会計期間に比べ206百万円減少し、298百万円（前年同期426百万円の

支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、24百万円（前年同期87百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、第２四半期会計期間に比べ９百万円増加し、292百万円（前年同期474百万円の

支出）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社を取巻く事業環境は、当商品先物業界において、平成17年５月に改正商品取引所法、同年７月には改正金融

先物取引法が施行され、制度やルールが大幅に変更され、規制強化の方向が打ち出されました。さらに商品先物取

引業における平成19年９月施行の改正商品取引所法、外国為替証拠金取引における平成19年９月施行の金融商品

取引法等によりその方向性は明確となりまた、今年から施行された商品先物取引法では、不招請勧誘の禁止が導

入されるなど、さらなる規制が課せられることとなりました。

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、コンプライアンス重視の基盤を再構築すると共に、お客様満

足度の向上、お客様サービスのさらなる充実、お客様のニーズへの的確かつ積極的な対応を図っており「お客様

から選ばれる企業」をめざして経営体制の一層の強化に努めてまいります。

 

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の資金状況は、当第３四半期会計期間の税引前四半期純損失が91百万円となりましたが、キャッシュは、当第

３四半期累計期間での純損失の計上や配当の支払い等があり、前事業年度末に比べて616百万円減少し、当第３四半

期末現金及び現金同等物残高は1,756百万円となりました。

　当第３四半期会計期間においては営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスとなりましたが、今後は確実に

利益を積上げていく予定で、それに伴いキャッシュが増加していく見込みであります。また、キャッシュの水準自体

は1,756百万円であり、流動性として問題のない水準であると考えております。

　

（７）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社の経営陣は、商品先物ビジネスの環境変化を踏え、強固な経営体制の構築は不可欠であり、経営の効率化とコ

ンプライアンスの一層の徹底が必要と考えております。特に財務の健全化と効率的な資本活動をめざし、各部署が

内外共に信頼と信用を確保できる環境を整え各種規程を整備しそれらを適正に適用出来る管理体制を構築するこ

とで、金融サービス業として環境の変化に即対応できる社内体制の整備をいたします。今後は多様化する金融総合

サービス時代に的確に応え、お客様をよく理解し、個々のニーズにあわせた大胆で新しく柔軟な金融商品を提供し

てまいります。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な移動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

 

EDINET提出書類

第一商品株式会社(E03717)

四半期報告書

11/31



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,128,000

計 50,128,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,227,207 16,227,207

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 16,227,207 16,227,207 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～　

 平成22年12月31日　
- 16,227,207 - 2,693,150 - 2,629,570

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

730,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

15,496,400
154,964 －

単元未満株式
普通株式

807
－ －

発行済株式総数 16,227,207 － －

総株主の議決権 － 154,964 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）が含ま

れております。

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

第一商品株式会社
東京都渋谷区神泉

町９番１号
730,000 － 730,000 4.50

計 － 730,000 － 730,000 4.50

　（注）　当第３四半期中に取得した自己株式数は22,300株で、当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は752,300

株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 277 270 270 283 260 249 269 263 264

最低（円） 257 241 242 244 230 214 239 212 243

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の移動は、次のとおりであります。　

　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
代表取締役
副社長

－ 専務取締役 － 土肥　章 平成22年７月１日

常務取締役 － 取締役 － 正垣　達雄 平成22年７月１日
代表取締役
社長

営業総合本部長
代表取締役
社長

営業総合本部長兼
本社営業本部長

落岩　邦俊 平成23年２月１日

専務取締役 内部監査室長 専務取締役
ＩＲ兼企画本部担
当

鈴木　伸一 平成23年２月１日

専務取締役 総務本部担当 専務取締役 総務本部長 浅川　清実 平成23年２月１日
常務取締役 第一営業本部長 常務取締役 経営企画本部長 浅野　信行 平成23年２月１日

常務取締役
ＩＲ担当兼企画本
部長

常務取締役 企画本部長 正垣　達雄 平成23年２月１日

取締役 経営企画本部長 取締役 調査本部担当 義国　正人 平成23年２月１日
取締役 第二営業本部長 取締役 第一営業本部長 鈴村　建直 平成23年２月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

商品先物取引業の固有の事項につきましては、日本商品先物取引協会（以下「協会」という。）が定めた「商品先

物取引業統一経理基準」及び「商品先物取引業における金融商品取引法に基づく開示の内容について」に準拠して

作成しております。

なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受

けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 8,222,070

※2
 8,988,398

受取手形及び売掛金 317,002 33,461

委託者未収金 341,827 396,488

商品 542,056 512,664

保管有価証券 ※2
 4,299,485

※2
 3,843,265

差入保証金 12,350,817 12,260,013

委託者差金 1,917,317 －

外国為替取引預け金 1,084,914 1,361,528

その他 1,809,642 2,545,262

貸倒引当金 △23,050 △162

流動資産合計 30,862,086 29,940,918

固定資産

有形固定資産 ※1
 488,280

※1
 507,415

無形固定資産 94,162 98,913

投資その他の資産

投資有価証券 92,629 106,323

固定化営業債権 2,700,358 3,148,936

破産更生債権等 1,200,000 1,200,000

その他 2,928,726 2,501,064

貸倒引当金 △3,970,984 △4,310,893

投資その他の資産合計 2,950,729 2,645,430

固定資産合計 3,533,172 3,251,759

資産合計 34,395,258 33,192,678
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 334,951 44,972

1年内返済予定の長期借入金 62,000 168,000

未払法人税等 32,428 38,523

預り証拠金 21,229,431 19,882,773

預り証拠金代用有価証券 4,299,485 3,843,265

委託者差金 － 276,677

その他 592,824 276,631

流動負債合計 26,551,120 24,530,843

固定負債

退職給付引当金 393,005 387,963

その他 23,770 34,100

固定負債合計 416,775 422,063

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 35,470 28,717

特別法上の準備金合計 35,470 28,717

負債合計 27,003,366 24,981,624

純資産の部

株主資本

資本金 2,693,150 2,693,150

資本剰余金 2,672,071 2,672,071

利益剰余金 2,255,881 3,060,722

自己株式 △231,942 △212,098

株主資本合計 7,389,161 8,213,846

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,730 △2,792

評価・換算差額等合計 2,730 △2,792

純資産合計 7,391,891 8,211,053

負債純資産合計 34,395,258 33,192,678
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業収益

受取手数料 4,308,174 4,449,710

売買損益 135,751 162,254

その他 87,209 114,508

営業収益合計 4,531,135 4,726,472

営業費用 ※
 4,784,975

※
 5,180,808

営業損失（△） △253,840 △454,336

営業外収益

受取利息 10,983 6,035

受取配当金 1,772 1,347

倉荷証券保管料 8,491 12,159

為替差益 5,953 －

その他 5,172 8,766

営業外収益合計 32,373 28,308

営業外費用

支払利息 10,525 4,633

為替差損 － 40,965

敷金解約損 2,385 －

その他 3,000 1,955

営業外費用合計 15,910 47,554

経常損失（△） △237,378 △473,581

特別利益

固定資産売却益 － 345

商品取引責任準備金戻入額 139,926 162,410

貸倒引当金戻入額 52,460 26

賞与引当金戻入額 35,533 －

償却債権取立益 17,508 11,302

特別利益合計 245,429 174,086

特別損失

固定資産除売却損 1,085 860

商品取引責任準備金繰入額 162,727 169,163

投資有価証券評価損 － 33,005

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 38,824

減損損失 2,270 390

貸倒引当金繰入額 － 91,348

特別損失合計 166,082 333,591

税引前四半期純損失（△） △158,031 △633,086

法人税、住民税及び事業税 17,185 16,217

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

132,134 －

法人税等調整額 △91,585 －

法人税等合計 57,734 16,217

四半期純損失（△） △215,765 △649,304
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

営業収益

受取手数料 2,118,057 1,771,399

売買損益 86,767 59,354

その他 33,861 38,217

営業収益合計 2,238,686 1,868,972

営業費用 ※
 1,644,631

※
 1,948,880

営業利益又は営業損失（△） 594,054 △79,908

営業外収益

受取利息 3,268 △951

受取配当金 51 99

倉荷証券保管料 4,379 2,158

為替差益 7,311 321

その他 2,423 1,404

営業外収益合計 17,433 3,032

営業外費用

支払利息 3,005 955

敷金解約損 2,385 －

その他 △49 618

営業外費用合計 5,340 1,574

経常利益又は経常損失（△） 606,147 △78,450

特別利益

固定資産売却益 － 0

商品取引責任準備金戻入額 61,926 53,747

貸倒引当金戻入額 615 26

償却債権取立益 4,865 7,781

特別利益合計 67,408 61,555

特別損失

固定資産除売却損 510 20

商品取引責任準備金繰入額 81,592 67,142

投資有価証券評価損 － 19,325

減損損失 500 90

貸倒引当金繰入額 － △11,580

特別損失合計 82,603 74,998

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 590,953 △91,892

法人税、住民税及び事業税 5,748 5,405

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

856 －

法人税等調整額 243,686 －

法人税等合計 250,290 5,405

四半期純利益又は四半期純損失（△） 340,662 △97,298
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △158,031 △633,086

減価償却費 49,566 43,594

減損損失 2,270 390

貸倒引当金の増減額（△は減少） △339,421 △317,021

賞与引当金の増減額（△は減少） △92,819 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,907 5,042

商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 22,800 6,752

受取利息及び受取配当金 △12,755 △7,382

支払利息 10,525 4,633

固定資産除売却損益（△は益） 1,085 514

投資有価証券評価損益（△は益） － 33,005

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 38,824

委託者未収金の増減額（△は増加） 382,270 503,238

外為証拠金取引委託口預金の増減額（△は増
加）

△1,524,646 150,052

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,643 △29,392

委託者未払金の増減額（△は減少） 7,751 4

委託者差金の増減額（△は増加） 5,102,671 △2,193,995

差入保証金の増減額（△は増加） △4,106,454 △90,804

預り証拠金の増減額（△は減少） 757,993 1,346,658

預り証拠金代用有価証券の増減額（△は減少） 748,154 456,220

外国為替取引預け金の増減額（△は増加） △931,749 276,613

その他の資産の増減額（△は増加） － △483,791

その他の負債の増減額（△は減少） － 607,027

その他 △161,642 －

小計 △288,168 △282,904

利息及び配当金の受取額 6,766 8,598

利息の支払額 △6,274 △2,246

法人税等の支払額 △138,578 △22,177

営業活動によるキャッシュ・フロー △426,255 △298,729
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,609 △11,020

有形固定資産の売却による収入 57 1,441

無形固定資産の取得による支出 △44,619 △5,900

投資有価証券の取得による支出 △36,500 △10,000

貸付の回収による収入 1,180 110

敷金及び保証金の差入による支出 － △2,806

敷金及び保証金の回収による収入 － 3,346

投資活動によるキャッシュ・フロー △87,491 △24,828

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △106,000 △106,000

リース債務の返済による支出 △9,732 △10,024

自己株式の取得による支出 △44,677 △19,844

配当金の支払額 △314,560 △156,849

財務活動によるキャッシュ・フロー △474,970 △292,717

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △988,717 △616,275

現金及び現金同等物の期首残高 3,581,593 2,372,823

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,592,876

※
 1,756,548
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

これにより、当第３四半期累計期間の営業損失及び経常

損失は、それぞれ2,876千円増加し、税引前四半期純損失

は、41,701千円増加しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。　

退職給付引当金の算定方法 　退職給付引当金については、事業年度に係る退職給付費用の額を期間按分し

て算定しております。　

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、449,721千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、433,850千円であ

ります。

※２　担保に供している資産の内訳及び対応する債務の内

訳は次のとおりであります。

イ．　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく当第３四半期会計期間末の借入金の状況は次

のとおりであります。

※２　担保に供している資産の内訳及び対応する債務の内

訳は次のとおりであります。

イ．　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく当事業年度末の借入金の状況は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の総額 420,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 420,000千円

当座貸越極度額の総額 420,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 420,000千円

　　担保資産 　　担保資産

定期預金 420,000千円 定期預金 420,000千円

ロ.預託資産

　取引証拠金の代用として次の資産を（株）日本商品

清算機構へ預託しております。

ロ.預託資産

　取引証拠金の代用として次の資産を（株）日本商品

清算機構へ預託しております。

保管有価証券 4,056,351千円 保管有価証券 3,549,296千円

ハ．分離保管資産

　商品取引所法第210条の規定に基づき、日本商品委託

者保護基金に分離保管しなければならない保全対象財

産の金額は42,219千円であります。

　なお、同法施行規則第98条の規定に基づく、委託者資

産保全措置額は980,000千円であります。

　また、外国為替証拠金取引におけるお客様からの預り

資産は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、三井住友銀行との契

約により7,020,000千円を信託保全しております。　

ハ．分離保管資産

　商品取引所法第210条の規定に基づき、日本商品委託

者保護基金に分離保管しなければならない保全対象財

産の金額は31,580千円であります。

　なお、同法施行規則第98条の規定に基づく、委託者資

産保全措置額は980,000千円であります。

　また、外国為替証拠金取引におけるお客様からの預り

資産は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、三井住友銀行との契

約により7,400,000千円を信託保全しております。
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

役員報酬

従業員給与

140,938

1,528,704

千円

 

退職給付費用 46,595 

広告宣伝費 565,851 

地代家賃 581,119 

役員報酬

従業員給与

137,492

1,506,254

千円

 

退職給付費用 41,798 

広告宣伝費 758,186 

地代家賃 552,929 

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。　

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。　

役員報酬 44,559千円

従業員給与 494,295 

退職給付費用 15,246 

広告宣伝費 216,928 

地代家賃 191,274 

役員報酬 46,934千円

従業員給与 488,344 

退職給付費用 13,900 

広告宣伝費 291,352 

地代家賃 182,554 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 7,478,452千円

預入期間から３ヶ月を超える定期預

金
△420,000 

為替預金 △6,656,763 

為替証拠金取引委託口余剰分 2,202,063 

商品取引責任準備預金 △10,876 

現金及び現金同等物 2,592,876 

 

現金及び預金 8,222,070千円

預入期間から３ヶ月を超える定期預

金
△420,000 

為替預金 △7,223,892 

為替証拠金取引委託口余剰分 1,190,841 

商品取引責任準備預金 △12,471 

現金及び現金同等物 1,756,548 
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22

年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　　　　　　16,227,207株　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 752,378株　　　　　　　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 155,536 10平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金　

 

（金融商品関係）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　　当社は、商品先物取引関連事業を主業務とする投資・金融サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 477.67円 １株当たり純資産額 527.92円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 13.81円 １株当たり四半期純損失金額 41.84円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（千円） 215,765 649,304

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 215,765 649,304

期中平均株式数（千株） 15,623 15,517
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前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21.87円 １株当たり四半期純損失金額 6.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 340,662 △97,298

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
340,662 △97,298

期中平均株式数（千株） 15,579 15,483
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（重要な後発事象）

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

　当社は平成22年２月１日開催の取締役会において、会社法

第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得する事項を決議

いたしました。

当社は平成23年２月１日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得する事

項を決議いたしました。

(１）自己株式の取得を行なう理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行なう

ため

(１）自己株式の取得を行なう理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行なう

ため　

(２）取得の方法

株式会社ジャスダック証券取引所における市場買付け

(２）取得の方法

株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）市場における市場買付け

(３）取得の内容

　①　取得する株式の種類

　　　当社普通株式

　②　取得する株式の総数

　　　200,000株（上限）

　③　取得価額の総額

　　　100,000千円（上限）

　④　取得する期間

      平成22年２月１日から平成22年４月30日まで

(３）取得の内容

　①　取得する株式の種類

　　　当社普通株式

　②　取得する株式の総数

　　　200,000株（上限）

　③　取得価額の総額

　　　100,000千円（上限）

　④　取得する期間

      平成23年２月１日から平成23年４月30日まで　

　

（リース取引関係）

　著しい変動がないため記載を省略しております。
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２【その他】

平成22年12月末において、商品先物取引の受託に関し、委託者と係争中が39件あり、このうち当社を被告とする

損害賠償請求件数が30件（請求額1,141,531千円）、当社が原告となる帳尻立替金請求件数が９件（請求額

865,485千円）となっております。

また、外国為替証拠金取引に関しては、当社を被告とする損害賠償請求件数が６件（請求額97,455千円）,当社

が原告となる帳尻立替金請求件数が１件（請求額2,714千円）となっております。

　損害賠償請求に係る訴訟に対して、当社は不法行為がなかったことを主張しておりますが、いずれも現在手続き

が進行中であり、現時点で結果を予想することは困難であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月12日

第一商品株式会社

取締役会　御中
 

海南監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 島根　秀雄　　印

 　  　 　

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　勝　　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山形　章　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一商品株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第38期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一商品株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年２月10日

第一商品株式会社

取締役会　御中
 

海南監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 島根　秀雄　　印

 　  　 　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　勝　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山形　章　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一商品株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一商品株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

第一商品株式会社(E03717)

四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第３四半期累計期間
	第３四半期会計期間

	（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

